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【目的】前報に同じ

【 方法】前報に同じ

【 結果】（建替え住宅の詳細）住宅規模は平均160.  2   nfで、部屋数については現住宅 水準

とはほぼ同程度の5.  3室が平均希望室数である。建替えによるレベルアップは、住宅の広

さへの要求として顕在化する傾向がつよい。また、在来工法、現代和風の建築、和室使用

可能な洋室への要求が強い。（ 建替え住宅構成要因）建替え住宅の具体像を創造する構成

要素として、①規模的要素、②空間的要素、③様式的要素、④非日常的（ ゆとり）要素、

の４条件を抽出することができた。特に規模については、部屋数への要求が一定数以上に

なると、面積的な空間充実への要求からは数の上での充実へとウェイトを移行せざるを得

ない 現象が生じる。 住宅の建替え計画には、全体的な総面積上のレベルアップや部屋数の

増加もさることながら、今後の家族条件の変化をも勘案しながら、部屋数よりも各個室空

間としての充実を図ろうとする要求が、建替え需要の重要な構成要素の一部分を成してい

る。（ 建替えの時期と経費）建替えの時期について、ある程度特定するケースは２割にと

どまる。特定するケースの場合 の６割はここ数年を射程に据え、２割弱は1    0年後ぐらい

を考えている。建築年度との関わりをみると、築後15 ～20 年をおおよそ射程におく傾向

が認められる。経費については改善内容の程度に左右されるが、500 万円前後がローン設

定の分岐点である。（ 課題）建替え問題はストック対策としてのみならず、フロ ーの両対

応面から捉えられることが重要であり、住宅の適正規模供給を前提にして、増築、改築、

修繕あるいは、い わゆるリフォームの範瞬までを包括した、計画的住宅供給を実施してい

く必要があろう。
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目的　阪神大震災で建て替えられる分譲マンションは1  0  0 棟余りになると思われるが、

区分所有法6  2 条の特別多数決で建て替えられた事例は過去になく、区分所有者の合意形
成がどのようになされたかを明らかにすることは、今後の分譲マンションの在り方や建て

替えを考える上で有益である。
方法　建て替えを行った被災マンションを対象に、建て替え過程にかかわったコンサルタ
ントあるいは組合役員に対してアンケート調査を行った。 98年12月から99年1月に実施。

結果　大震災でのマンションの被害を見ると、大被害120件、中被害189件、合わせて10％程

度である。これらのマンションの復旧を見ると、98年12月末で建て替え完了82件、建て替え
着工済21件、解体未着工13件、方針未定9件、非再建4件が確認されている。大被害の物件でも

4分の1強が補修を選んでいる。復旧の過程を見ると、地震後、復旧のための体制づくりがな
され、区分所有者で意見交換があり、復旧方針についてのアンケートなどがなされたりし。
その後｢方針決議｣と呼ばれた集会の意志集約がなされ、その後に改めて区分所有法62条の

建て替え決議がなされている。合意形成にいたる過程ではコンサルタントが重要な役割を
果たしている。補修を選択したマンションではあまり区分所有者間で対立が生まれていな

い。建て替えを選択したマンションでは、全員賛成であまり問題なく方針を決めたところも
あるが、概して意見対立が見られた。公費解体、コンサル派遣制度、震災復興総合設計制度、

優良建築物等整備事業など建て替えに対する公的な支援策が、建て替えによる復旧への合
意形成を促進したといえる。
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